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Recently, to convert the urban structure to the concentrated one is the issue which should be tackled for the 
comfortable living environment and sound finance of local governments. So, the development level per 
population, income, commerce and industrials of commercial facilities of metropolitan regions is 
analyzed. As a result, the development standard and the location tendency of commercial facilities are 
clarified. 





































































































表 3 整備水準の概要 
整備水準 統計データ 年度 単位




















表 4 対整備水準の概要 






























勤・通学者が，全通勤・通学者の 5％以上または 500 人以
上である市町村を含む圏域を都市圏とした.また，核都市






平成 22 年 3 月 31 日現在の行政区域において，平成 17
年国勢調査から都市圏を設定した.設定された都市圏の











































表 5 対象都市圏の分類の概要 
名称 定義 都市圏数







30 万人以上 50 万人未満 
18 



































図 2 コンビニの店舗数と人口水準 
 
 
図 3 病院の病床数と人口水準 
 
 








































































図 5 コンビニの対人口水準と対所得水準 
 
 
図 6 病院の病床数と対人口水準と対所得水準 
 
 


























表 6 商業施設等の分類 



















































































図 8 小学校と人口水準 
 
 
図 9 図書館と人口水準 
 
b）商業施設等の 1施設当たりの整備水準 













表 7 商業施設等の分類 























図 10 小学校の対人口水準と対所得水準 
 
 






















































































表 8 コンビニのかぶり率 
 A～B 群 B～C 群 C～D 群 全体 



















囲を図 13 の青線に示す. 
 
 













囲を図 13 の青線に示す. 
 
 





































表 9 商業施設等の分類と整備状況，施設性格 













ッ ピ ン グ
センター 
上場企業本社
数/都市銀行
等/ブランド 
 
状
況
整備水準の格差が 
小さい 
整備水準の格差が 
大きい 
性
質
日常利用施設 
（生活基盤施設） 
広域的都市施設 
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６． まとめ 
都市圏を対象として分析を行うことで，人為的な区域
である市町村界を対象とした分析では難しい広域的都市
機能を持つ商業施設等の立地傾向・整備状況を明らかに
した.また都市圏を対象とすることで，より生活の実態に
即した商業施設等の立地傾向・整備状況が明らかとなっ
た. 
本研究の結論と課題は以下の通りである. 
①商業施設等の整備状況を把握するための統計データは，
都道府県単位ではまとめられているものが多いが，市
町村単位のデータは少なく，施設によっては企業のホ
ームページ等から1つ 1つ探していくしかなかった.本
研究でデータの有無，捕捉方法等を示すことができた. 
②商業施設等の立地は，都市圏の人口水準が大きな要因
であることが示された.それ以外の水準においても，所
得水準では，都市圏の人口規模が大きくなるほど各群
の下限値が上昇し所得が大きくなることが示された.
商業水準では，どの都市圏においてもバラツキは多少
あるが一定水準であることが示せた.工業水準に関し
ては関係性が見られなかった等，各水準での傾向を読
み取ることができた. 
③商業施設等の中には，都市圏の人口規模に合わせた立
地がなされ都市圏内で成立している施設と，都市圏の
人口規模に合わせた立地がなされているが都市圏の枠
を越えて立地している施設に分類できた.さらに，4 グ
ループまで広げ商業施設等の性質を細かく考察でき示
すことができた. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④国土交通省による「新しい時代の都市計画はいかにあ
るべきか．」では、特に広域的都市機能の立地への配
慮が集約都市構造実現には必要としているが，同省に
よる都市圏の設定方法からの分析では，カバーしきれ
ない広域的都市機能を持った商業施設等が存在し，広
域的都市施設の立地要因を検証するまでに至らなかっ
た．そのため，広域的な商業施設等も網羅した新たな
圏域の設定が求められる． 
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